










































































































































































































































































































































































































































































































































































































個 人 研 究
などと異り，発展途上国の自立的で全面的な経済発展の
ための基盤となって世界経済全体への波及効果は大き
い。
　第3には，工業化の促進と国際分業の調整が重視され
ねぽならない。工業化の目標として2000年までに発展途
上国の世界工業にしめるシエアを25％とすることが，国
連工業開発機構（UNIDO）第2回総会（1975年）で決
定されているが，そのこの過程は不満足なもので，まだ
8％にしか違していない。新国際経済秩序のもとでの工
業化は，自立的性格のもので，現在の危機を克服するた
めの世界市場拡大の波及効果をもつものと考えられてい
る。　　　　　ぬ
　すなわち，「先進諸国から発展途上諸国へのしかるべ
ぎ産業の再配置，先進国での合成品・代替品生産と発展
途上国からの天然産品供給との調和，途上国の開発目的
に即した，多国籍企業の制限的商行為の一掃とその諸活
動の効果的管理などによる新しい国際分業にもとずく世
界の生産の根本的再編成」（22）を違成していかなければな
らない。
　第4としては，集団的自立があげられる。これは，新
秩序実現のための手だてとして重要視されている。1976
年にコロンボで開かれた第5回非同盟諸国首脳会議の
「経済宣言」でつぎのように指摘されている。
　「非同盟諸国国家・政府首脳は，発展途上諸国側の確
固たる集団的自立の精神のみが，新国際経済秩序の出現
を保障できると確信する。自立は，集団交渉力の行使を
つうじて国際的取引において自らの正当な経済的権利を
確保しようとする発展途上諸国側の固い決意を意味する
ものである。それはまた，発展途上諸国が公正な経済発
展過程が要求する規律にそれぞれしたがう用意のあるこ
とを意味する。またもっとも重要な点としては，それ
は．金融，技術，貿易，工業その他の分野において，発
展途上国間の協力の巨大な可能性を探求し，追求する意
志を意味する。」（23）
　第5にあげなければならないのは，世界経済のなかに
おける相互依存関係を尊重して，先進工業諸国の積極的
役割が発揮されることの重要性である。
　「非同盟諸国国家・政府首脳はs公正かつ平等の諸関
係の新時代をひらく責任はすべての国にあるが，とりわ
け先進諸国にあると認識している。しかし，こうした責
任は．経済的力をふるうものの肩により重くのしかかっ
ている。さらに新国際経済秩序の樹立は，国際経済関係
の主要分野のすべてにおける先進国側の断固とした有効
な行動が必要とされる。」（24）
　社会主義への移行が現実におこりっつある現在，また
世界市場の広大な部分が発展途上国となり，相互の協力
関係を自らつくりあげている以上，もはや帝国主義的な
世界経済の再編成の原理が適用される基盤は失われてい
る。非同盟諸国が結集してすすめている新しい国際関係
樹立のための運動は，国際経済の領域では，新国際経済
秩序の樹立を目標としている。先進国がこれに積極的に
参加することによって，自らを中心とした現在の秩序の
ゆきづまりおよびそのことによって生じている危機をも
克服していくことができるのである。
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